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みまさか暮らしの質改善プラン

特設ページ

美作市に住んでみたい、住みつづけたいと思っていただくことを
目指し取り組んでいる、市独自の事業の一覧です。



安心・安全

•緊急・行政情報配信
一斉メールや公式アプリ、公式LINE、告知放送、ホームページな
ど、多様な媒体を活用し、緊急・行政情報を発信します。

【情報政策課・危機管理室】

•建築物耐震診断補助
地震に強い建物の推進のため、古い基準で建てられた建築物の耐
震診断費用の一部を補助します。

•木造住宅耐震改修補助
地震に強い建物の推進のため、耐震診断により耐震が必要と判断
された建築物の耐震改修工事費用の一部を補助します。

•老朽危険空家除却補助
空家の不良度を判定し、基準以上であれば、除却費用の1/2(上限
300万円)、基準未満であれば1/2(上限50万円)、応急措置費の
1/2(上限10万円)を補助します。

•ブロック塀等撤去補助
地震発生時の避難経路の安全を確保するため、主要な道などに面
した危険なブロック塀の撤去費用の一部を補助します。

【都市住宅課】

•防犯灯設置補助
集落道等の危険か所に防犯灯の設置を行い、安心安全なまちづく
りに努めます。

【総務課】

公共施設管理

•市道区画線等整備（真白い白線事業）
安全で円滑な交通環境を確保するため、区画線を計画的に整備し
ます。

•市道維持管理
安全で快適な交通環境を確保するため、市道の修繕整備に取り組
みます。

•市道認定
公共性の高い道路を市道認定するに当たり、住みよいまちづくり
を推進するため、認定の基準を緩和しています。

【建設課】

移住定住支援

•空き家家財道具撤去補助
空き家バンク制度に登録している物件について売買契約又は賃貸
借契約が成立した場合に、その物件所有者が空き家の家財道具の
片付けをする際の費用を補助します。（経費の1/2：上限10万
円）

【総合政策課】

•移住定住住宅補助［詳細は別紙］
市内に住宅の新築、中古住宅取得・改修を行った場合に、費用の
一部を補助します。一定の要件を満たす方には加算もあります。

•定住促進住宅
低廉な賃貸住宅を入居条件を緩和して提供し
ます。

【都市住宅課】



健康管理支援

•特定疾患療養附帯交通費助成
指定難病、小児慢性特定疾患、人工透析が必要な方へ、通院交通
費の一部を給付します。

•若年者あんしん在宅療養支援
若年層に対し、若年がん患者のほか特定疾病の方が住み慣れた在
宅での生活を送れるよう支援し患者及び家族の負担軽減を図る事
を目的として、在宅介護サービスの利用について給付を行います。

•障がい者医療費給付制度
重度障害者の医療費を助成する制度です。令和３年11月診療分か
ら受給資格者に重度精神障害者（精神障害者保健福祉手帳1級かつ
自立支援医療費受給者証（精神通院）のいずれも所持する方）を
追加しました。

【福祉政策課】

•がん患者医療用補整具（アピアランスケア）助成
がん治療に伴う外見の変化によって悩みを抱えるがん患者に対し、
医療用ウイッグ・補整具等（補整パット、補整下着、専用入浴着、
弾性着衣及びエピテーゼ）の購入に係る経費の一部を助成します。
助成は、経費の1/2に相当する額とし、医療用ウイッグ上限5万円、
補整具等上限10万円です。

【健康政策課】

地域活動支援

•地域おこし協力隊
地縁団体や地域経済を支える企業など、各種の団体に地域おこし
協力隊の積極的な配置を行い、地域活性化を推進します。

【総合政策課】

•市民活動団体等支援
市民活動団体等が自主的に実施する地域の活性化や課題解決につ
ながるまちづくり活動に対して補助します。

【市民課】

•公民館事業の活性化
公民館が実施する講座や貸館により、市民の学びをサポートしま
す。

•市民大学
市民の誰もが生涯学習を行える場を提供します。

•市民向け文化芸術鑑賞
文化芸術振興を目的に、文化芸術鑑賞事業を実施します。

【社会教育課】

高齢者等向け支援

•老人日常生活用具給付
在宅のひとり暮らし高齢者及び日常生活を営む上で援護を必要と
する高齢者に対し、日常生活に要する用具を給付します。

【健康政策課】

•権利擁護センター
高齢者、障がい者および児童の虐待防止、ドメスティック・バイ
オレンスの被害者支援、成年後見人制度の利用など市民の皆様の
権利擁護支援を行います。

【福祉政策課】

•タクシー利用補助
運転免許証を保有していない高齢者、障がい者等を対象にタク
シー利用料金の一部を助成します。

【総合政策課】




